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北海道の課題

● 野生鳥獣とのあつれき
● 気候変動
● 災害の発生

● 人口の減少
● 地域交通の維持
● ｴﾈﾙｷﾞｰ代金の流出

青い池付近の渋滞

旧増毛駅

胆振東部地震

エゾシカとヒグマ

自然環境 社会環境

・人口：2019年527万人 → 2045年400万人に減少（2019.8住基及びH30政府推計）

・エネルギー代金：約1.1兆円が道外に流出（GRPの約6.6％）
（2013年度ﾃﾞｰﾀ。地域経済循環分析ﾂｰﾙ（環境省、㈱価値総合研究所）による。）
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北海道の強み

太陽光発電(公共系建物）：全国3位

中小水力(河川部）：全国１位

風力発電（陸上）：全国1位

地熱発電：全国１位

再エネポテンシャル 食

観光
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○各地域がその特性を活かした強みを発揮
→地域資源を活かし、自立・分散型の社会を形成
→地域の特性に応じて補完し、支え合う

地域循環共生圏

第五次環境基本計画・地域循環共生圏
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経済循環

都市

ｴﾈﾙｷﾞｰ地産地消

経済循環

観光地

Society 5.0

北海道らしい地域循環共生圏

（ジビエ）

（アイヌ文化、縄文文化）

国内・ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ

AR、VR

データ活用

無人化
遠隔操作
自動走行

（体験型観光）

イノベーション

スマート農業
ＡＩ農業

農山漁村

資源・ｴﾈﾙｷﾞｰ
管理・防災

人材・資金
資源・ｻｰﾋﾞｽ

ｴﾈﾙｷﾞｰ地産地消
ｴﾈﾙｷﾞｰ地産地消

経済循環

（小規模ｲﾝﾌﾗ）

人・資金

食材・体験
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士別市

北オホーツク（紋別市、湧別町、滝上町、
興部町、西興部村、雄武町）

八雲町

石狩市

地域循環共生圏に関する道内の取組事例

脱炭素ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ地域循環共生圏事業
（R1環境省補助）

その他のエネルギー地産地消の取組

バイオマス産業都市構想

（十勝地域19市町村）

再エネによる物流・情報産業・
交通脱炭素化

ﾀﾝﾁｮｳを基点とした環境づくり、
ﾂｰﾘｽﾞﾑなどによる地域振興

再エネ活用による中心市街地活
性化、まちなかにぎわい創出

ﾊﾞｲｵﾏｽ資源等による脱炭素資源循環
システム構築

畜産ﾊﾞｲｵﾏｽ由来水素を軸に
再エネ域内利用

長沼町

地域循環共生圏づくりﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ構築事業
（R1環境省補助）
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北海道水素社会実現戦略ビジョンの見直しについて

【背景、趣旨等】
○2040年度頃までを見据えた中長期的な視点から、本道全体の水素社会のあり方を示す「北海道水素社
会実現戦略ビジョン」を平成28年(2016年)１月に策定

○この間、国における「水素基本戦略」の策定、「水素・燃料電池戦略ロードマップ」の大幅改訂、技
術開発の進展がある一方、道内においても再エネ導入拡大や大規模停電の経験がある中、取組の進展
があったことなどを踏まえ、ビジョンを改定

【ポイント】
○取組の進展や、大規模停電の経験によるBCP対策への期待が高まっていることを踏まえ、来たるべき
水素社会について道民の理解を促進し、関係者の取組を一層推進するため、ビジョンの「目指す姿」
を新たに明示

目指す姿(案)・あらゆる分野で水素利用が進み、温室効果ガス排出量が大幅に削減【地球温暖化対策】
・水素が地域内で備蓄され、災害時の日常生活・産業活動の継続が可能【BCP対策、国土強
靱化】

・再エネ由来の水素が地域に安全に安価で安定的に供給【エネルギーの地産地消】
・道内の水素関連産業が発展し、地域経済が活性化【環境産業育成・振興】
・化石燃料の移入が減り、域際収支が改善【地域経済循環】

【スケジュール】
令和元年(2019年)11月 令和元年度 第１回北海道水素イノベーション推進協議会

２年(2020年)１月 令和元年度 第２回北海道水素イノベーション推進協議会
２月～３月 改定案に対するパブリックコメントの実施
３月以降 ビジョン改定
４月以降 水素サプライチェーン構築ロードマップの見直し ６



第４次エネルギー基本計画（2014.4）

国の動向

水素基本戦略(2017.12）

第5次エネルギー基本計画（2018.7）

水素・燃料電池戦略ロードマップ
（2014.6策定、2016.3改訂）

（参考）水素社会の実現に関する政策動向

北海道水素社会実現戦略ビジョン
（2016.1）

水素サプライチェーン構築ロードマップ
（2016.７）

水素・燃料電池戦略ロードマップ
（2019.3改訂）

道の取組

【ＳＴＥＰ１ (2016 ～2020年頃) 】
水素の利活用の促進と地産地消を基本とした水素サプライチェー

ンモデルの構築

①エネファームの導入促進
②ＦＣＶの導入促進、水素ステーションの整備促進
③地産地消を基本とした水素サプライチェーンの検討

【ＳＴＥＰ２ (2020年頃 ～2030年頃) 】
水素サプライチェーンの広域展開

【ＳＴＥＰ３ (2030 年頃～2040年頃) 】
再生可能エネルギー由来水素のサプライチェーンの構築

将来の２次エネルギーとして、中心的役割を担うことが期待

水素社会の実現に向けた取組を加速

脱炭素化したエネルギーとして、運輸のみならず、電力や産業等、
様々な分野で利用を図る

水素基本戦略に掲げた目標を実現するため、目指すべきターゲットを
新たに設定

2050年を視野に入れ、水素社会実現に向けて将来目指すべき姿や目
標として官民が共有すべき方向性・ビジョン・行動計画を取りまとめ
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＜国の動き＞
◆エネルギー基本計画
・水素は将来の二次エネルギーの中心的役割

◆水素・燃料電池戦略ロードマップ
・着実な水素社会の実現
・数値目標 2030年 エネファーム 530万台、ＦＣＶ 80万台 等

＜道の課題・優位性＞
◆民生・運輸部門等のＣＯ2排出量の 削減
◆緊急時の電力・熱利用の確保
◆全国トップクラスのポテンシャルを有する再生可能エネルギーの活用
◆水素関連技術の集積を活かした研究技術開発の実証適地

＜取組初期＞
身近な水素の利活用を通じた機運醸成
◆家庭用燃料電池、燃料電池自動車の導入促進
◆水素ステーションの整備促進

＜地域特性を活かした展開＞
◆地域特性に応じた利活用
◆水素サプライチェーンの広域展開
◆環境産業の育成・振興

＜道民の理解の促進＞
◆分かりやすい情報の発信

＜制度的課題等への対応＞
◆規制緩和等に関する国等との協議
◆財政支援に関する国等への要望

実証事業

自治体の
取組

企業等の
取組

水素エネル
ギー技術

【施策の展開】

【目指す方向】

◎地産地消を基本と
した水素サプライ
チェーンの構築

◎低炭素で安全・
安心な地域づく
り

◎環境産業の
育成・振興

■趣旨：低炭素社会の構築に向け、中長期的な視点から北海道にお
ける水素の利活用のあり方を示すため策定

（参考）北海道における水素社会の実現に向けた取組について

背景と課題

北海道水素社会実現戦略ビジョン

目指す
水準

●エネファーム ･･･ 2030年に全世帯の１割程度普及
●ＦＣＶ ･･･ 2030年に９千台程度普及

水素サプライチェーン構築ロードマップ

■趣旨：ビジョンに掲げた水素サプライチェーンの構築を着実に推進す
るため、当面の手立てとスケジュールを示すため策定

【ＳＴＥＰ１ (2016 ～2020年頃) 】
水素の利活用の促進と地産地消を基本とした水素サプライチェーン
モデルの構築

①エネファームの導入促進
新規住宅建設需要が比較的大きく、ＬＮＧなどの化石燃料から製造

した水素の活用が容易な都市地域をターゲットに導入拡大を促進

②ＦＣＶの導入促進、水素ステーションの整備促進
札幌市から室蘭市を中心に固定式水素ステーションの整備が展開さ

れるまでの過渡期のインフラとして移動式水素ステーションの活用を
図り、ＦＣＶ導入台数を着実に増やす

③地産地消を基本とした水素サプライチェーンの検討
実証事業や先進自治体の取組と連携して、地域の産業特性などを踏

まえて余剰エネルギーを活用した水素の利活用の導入方法を検討

【ＳＴＥＰ２ (2020年頃 ～2030年頃) 】
水素サプライチェーンの広域展開

【ＳＴＥＰ３ (2030 年頃～2040年頃) 】
再生可能エネルギー由来水素のサプライチェーンの構築

北海道
らしい
水素社会
の実現を
目指して

H28.1月策定 H28.7月策定
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